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港湾法 港湾法施行規則 

（登録）  

第五十六条の二の三 前条第二項の登録（以下「登録」という。）は、同項に

規定する確認の業務（以下「確認業務」という。）を行おうとする者の申請

により行う。  

２  国土交通大臣は、前項の規定により登録を申請した者（以下この項におい

て「登録申請者」という。）が次に掲げる要件の全てに適合しているときは、

その登録をしなければならない。この場合において、登録に関して必要な手

続は、国土交通省令で定める。  

一  建設し、又は改良する施設が技術基準に適合するかどうかの判定（次号に

おいて「適合判定」という。）について、施設の性能を総合的に評価する手

法を用いて確認業務を行うものであること。  

二  第五十六条の二の八第一項の確認員が適合判定を実施し、その人数が二名

以上であること。  

三  登録申請者が、前条第二項の規定により確認を受けなければならないこと

とされる者又は港湾の施設の設計若しくは建設を請け負う者（以下この号及

び第五十六条の二の十第二項において「港湾建設等関係者」という。）に支

配されているものとして次のいずれかに該当するものでないこと。  

イ 登録申請者が株式会社である場合にあつては、港湾建設等関係者がその親

法人（会社法第八百七十九条第一項に規定する親法人をいう。）であること。

ロ 登録申請者の役員（持分会社（会社法第五百七十五条第一項に規定する持

分会社をいう。）にあつては、業務を執行する社員）に占める港湾建設等関

係者の役員又は職員（過去二年間に当該港湾建設等関係者の役員又は職員で

あつた者を含む。）の割合が二分の一を超えていること。 

ハ 登録申請者（法人にあつては、その代表権を有する役員）が、港湾建設等

関係者の役員又は職員（過去二年間に当該港湾建設等関係者の役員又は職員

（登録の申請）  

第二十八条の四  法第五十六条の二の三 （法第五十六条の二の四第二項におい

て準用する場合を含む。）の規定による登録（以下「登録」という。）を受け

ようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出しな

ければならない。  

一  登録申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の

氏名  

二  確認業務を行おうとする事業場の名称及び所在地  

三  確認員の数  

四  第二号の事業場ごとの確認業務を行おうとする範囲  

五  確認業務を開始しようとする年月日  

２  前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。  

一  登録申請者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記事項証明書、

個人である場合には、住民票の写し（外国人にあつては、これに準ずるもの。） 

二  確認員が法第五十六条の二の八第一項に規定する要件に適合する者である

ことを証する書類及び確認員の住民票の写し（外国人にあつては、これに準ず

るもの。）  

三  登録申請者が法第五十六条の二の三第二項第三号及び第三項各号に該当し

ないことを信じさせるに足る書類  
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であつた者を含む。）であること。 

３  次の各号のいずれかに該当する者は、登録を受けることができない。  

一  この法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反し、罰金以上の刑に処せ

られ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から起算し

て二年を経過しない者  

二  第五十六条の二の十五の規定により登録を取り消され、その取消しの日か

ら起算して二年を経過しない者  

三  法人であつて、その業務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する

者があるもの  

４  登録は、登録確認機関登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとす

る。  

一  登録年月日及び登録番号  

二  登録確認機関の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者

の氏名  

三  登録確認機関が確認業務を行う事業場の所在地  

四  前三号に掲げるもののほか、国土交通省令で定める事項  

５  国土交通大臣は、登録確認機関が行うことができる確認業務については、

これを行わないものとする。  

 

 

 

（登録の更新）  

第五十六条の二の四  登録は、三年を下らない政令で定める期間ごとにその

更新を受けなければ、その期間の経過によつて、その効力を失う。  

２  前条（第五項を除く。）の規定は、前項の登録の更新について準用する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（登録確認機関登録簿の記載事項）  

第二十八条の五  法第五十六条の二の三第四項第四号 （法第五十六条の二の四

第二項 において準用する場合を含む。）の国土交通省令で定める事項は、次

に掲げるものとする。  

一  確認業務を行う事業場の名称  

二  事業場ごとの確認業務を行う範囲  

三  確認業務を開始しようとする年月日  
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（確認員）  

第五十六条の二の八  確認員は、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）

に基づく大学若しくは高等専門学校において土木工学その他港湾の施設の建

設に関して必要な課程を修めて卒業した者又は国土交通省令で定めるこれと

同等以上の学力を有すると認められる者であつて、国土交通省令で定める試

験研究機関において十年以上港湾の施設の性能を総合的に評価する手法に関

する試験研究の業務（国土交通省令で定めるものに限る。）に従事した経験

を有するもののうちから選任しなければならない。  

 

 

 

 

 

 

２  登録確認機関は、確認員を選任したときは、その日から十五日以内に、国

土交通大臣にその旨を届け出なければならない。これを変更したときも、同

様とする。  

３  国土交通大臣は、確認員が、この法律、この法律に基づく命令若しくは処

分若しくは確認業務規程に違反する行為をしたとき、又は確認業務に関し著

しく不適当な行為をしたときは、登録確認機関に対し、確認員の解任を命ず

ることができる。  

４  前項の規定による命令により確認員を解任され、解任の日から起算して二

年を経過しない者は、確認員となることができない。  

（確認員の学力）  

第二十八条の十一  法第五十六条の二の八第一項の国土交通省令で定める者

は、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に基づく大学に相当する外国

の学校において土木工学その他港湾の施設の建設に関して必要な課程を修め

て卒業（大学院においては修了）した者とする。  

（試験研究機関）  

第二十八条の十二  法第五十六条の二の八第一項の国土交通省令で定める試験

研究機関は、港湾の施設の性能を総合的に評価する手法に関する試験研究を行

う機関とする。  

（確認員の業務経験）  

第二十八条の十三  法第五十六条の二の八第一項の国土交通省令で定める試験

研究の業務は、港湾の施設の性能を総合的に評価する手法に関する学術上の論

文の作成及びこれに付随する業務とする。  

（確認員の選任の届出等）  

第二十八条の十四  登録確認機関は、法第五十六条の二の八第二項前段の規定

による届出をしようとするときは、確認員の氏名、生年月日及び経歴を記載し

た届出書を国土交通大臣に提出しなければならない。 

２  登録確認機関は、確認員について前項の届出書に記載した内容に変更があ

つたとき、又は確認員を解任したときは、その日から十五日以内に、その旨を

国土交通大臣に届け出なければならない。  

３  前二項の届出書には、選任した確認員が法第五十六条の二の八第一項に規

定する要件に適合する者であることを証する書類及び選任した確認員の住民

票の写し（外国人にあつては、これに準ずるもの）を添付しなければならない。

ただし、第二十八条の四第二項の規定により提出している書類の内容に変更が

ないときは、その旨を届出書に記載して、当該書類の添付を省略することがで

きる。 

 


